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１.応募者について　※企業又は団体等の概要が分かる資料も別途添付すること
	(1) 名  称
	

	(2) 代表者
	

	(3) 所在地
	

	(4) 担当者名
	

	(5) 担当者の所属組織・団体名
	

	(6) 担当者連絡先
電話番号
FAX番号
E-mail
	



２.応募資格について
募集要領に記載の応募資格のうち、いずれに該当するかを記載してください。
JV等（予定を含む）の場合には適宜欄を追加し、全ての構成員について記載してください。
	企業・団体名
	応募資格への該当確認

	
	　



※JV等（予定を含む）の場合には以下を記載して下さい。
	企業・団体名
	役割分担
（全体企画、○○設備の技術面検討　等）

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　

	　
	　






３．本委託及び実施計画策定の対象とする事業について
　　※下表左欄の記載については以下のとおり（募集要領１．２「用語の定義」を再掲）。
本委託	…実施計画策定及び実施体制構築を行うとともに、その過程で得られた知見等のとりまとめを行うことの委託
検討対象事業	…実施計画策定及び実施体制構築の対象となる事業
	本委託について
	委託案件名
	※「○○空港 ～～～」にように、対象空港や選択テーマ等を踏まえて簡潔に名称設定

	
	検討テーマ
・対象空港
	※募集要領に示す検討テーマ番号及び対象空港名を記載（いずれも複数記載可）
※複数テーマ・複数空港を記載した場合は、どの検討テーマをどの空港で検討するか分かるよう記載

	
	委託に要する経費
	※本委託に要する経費を本欄に記載するとともに、参考見積もり（内訳がわかるもの）を別途添付
※税込み金額を記載

	
	委託期間
	※本委託の実施に必要な期間を記載（令和○年○月～令和○年○月）

	
	本委託の目的
	※本委託において実施する内容を簡潔に記載したうえで、本委託の成果が他空港・他事業者への横展開に資するものであることがわかるように記載

	
	実施計画策定及び実施体制構築に向けた検討事項
	※実施計画策定及び実施体制構築に向けて検討すべき事項を可能な限り詳細に記載
※実施計画の骨子案、計画策定にあたりポイントとなる項目、重点的に検討すべき項目などについて示されていることが望ましい
※ヒアリング等の実施を想定している場合にはその回数等を記載
※別途資料を添付することも可

	
	知見等のとりまとめ方針
	※実施計画策定及び実施体制構築の過程で得られた知見等のとりまとめ方針について、考慮すべき観点などを可能な限り具体的に記載

	
	応募者が実施する優位性
	※応募者が他者と比較して本委託の実施者としての優位性を有していることがわかるよう記載

	
	その他
	※本委託の実施体制がわかるよう記載
※本公募への応募にあたり空港管理者等関係者の合意が得られていることがわかるよう記載
※対象空港における空港脱炭素化推進のための計画（本委託で策定する予定の実施計画は除く）の策定に向けた検討状況を記載（応募者が空港管理者以外の場合、空港管理者へのヒアリングにより記載）
※応募者における空港の脱炭素化の取組状況や今後の計画等があれば記載
※応募案件以外にも、当該空港において脱炭素化の取組を実施していれば記載

	検討対象事業について
	事業概要
	※具体的にどのような脱炭素事業を想定して実施計画を策定するのかを可能な限り詳細に記載

	
	対象空港における事業の必要性
・効果
	※効果については、対象空港におけるCO2削減効果を可能な限り定量的に記載

	
	その他
	※特筆すべき事項があれば記載


※複数枚でも可
2

